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☆特許庁人事異動……………………………… ⑺

１　はじめに
　立体商標や色彩・位置等の新しいタイプの商標を
商標登録出願する際には、出願に係る商標が需要者
に周知な商標であり、商標法３条２項の適用がある
と主張されることが多々あります。

また、不正競争防止法２条１項１号及び２号に関す
る裁判例では、原告の商品等表示が需要者に周知ま

たは著名な商品等表示であることが要件となります。
　これらの場合において、周知性・著名性の立証は、
当該商標または商品等表示の構成や、その使用態様、
使用数量、使用期間及び使用地域、広告宣伝の方法、
期間、地域及び規模等に関する証拠を提出すること
により行われることが通常ですが、上記に加え、需
要者の商標または商品等表示の認識度を調査したア
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官公庁、公益法人、国立大学、自治体等の契約実務・監査事務の担当者必携！
「財務省会計制度研究会報告の論点」など新たな動きを加筆。
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